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城陽おひさまプロジェクトnews　
第26号　2017年5月2日　NPO法人市民共同発電をひろげる城陽の会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(0774-55-4190)


５月２7日（土）第5回通常総会と「パリ協定」講演会を開催
　昨年も当会は原発ゼロ、温暖化防止のために再生可能エネルギーによる発電事業をひろげるための活動をして来ましたが、新たな設置をめぐる環境、条件は厳しい年度でした。そのような中で10号機（城陽市寺田塚本）安田発電所を設置することができました。志ある資金の地域循環とエネルギーの地産地消に一歩貢献できました。

　一方で省エネ・節電、再エネ普及のための講演会等の取り組みにも力を注ぎました。
　昨年4月10日には電力自由化にあたり、他団体と共催で講演会「電気を選んで社会を変えよう！」（参加50名、講師気候ネット田浦様）を開催し、地球の損得を考えて新電力を選ぶことの大切さを学びました。

　5月28日には総会の記念講演として「足元のクリーンエネルギー地中熱を利用しよう！」（参加85名、講師地中熱利用促進協会服部様）を開催し、真夏や真冬には地表との温度差が15℃もあり、これを利用することが省エネに大きく貢献できることを学びました。

　10月29日には講演会「省エネ・再エネは地球・地域　そして家計にも、やさしい！」

（参加37名、講師京都府地球温暖化防止活動推進センター木原様）を開催し、省エネ診断会も行いました。

　11月26日にはミニ講演「電力自由化は再エネ普及のチャンス！」（参加53名、講師関西学院大学朴様）を開催し、実際に新電力5社の紹介と実際の乗換え相談会を行いました。

　省エネも再エネ普及も温暖化防止に役立ち、安全・安心の持続可能な環境を守ることの大切さを学びました。
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　昨年度の活動を総括し、今年度の活動計画を決定する第5回通常総会を下記のとおり開催いたします。会員の皆様のご参加をお待ちしております。（理事長　土居　靖範）                                              
日時　5月27日（土）午後1時半〜4時半

場所　文化パルク城陽西館第４会議室

議題　２０１６年度の活動報告と決算

　　　２０１７年度活動計画と予算・他            
　　
　　 　　　　　　                                      　写真：IISD
☆総会に先立って記念講演を行います。講演は１時半より開催。 　 
テーマ　「パリ協定って、何！」
講師　伊与田　昌慶 氏　（認定NPO法人気候ネットワーク研究員）

記念講演は会員外の方も自由に参加いただけます。詳しくは同封のチラシをご覧ください。

ご近所お知り合いの方をお誘いください。

再生可能エネルギーによる発電設備をお持ちの皆様へ

　2017年4月1日に改正FIT法の施行により、新しい認定制度が設けられ、設備認定から事業計画認定が必要となりました。　

　余剰電力を電力会社に売電されている発電事業者で2012年7月から2017年3月までにFITの認定を受けられている方（運転を開始している方も含む）すべての方が対象です。

　事業計画書提出期間は本年4月1日から9月30日です。放置されると認定失効、電力会社との接続解除の恐れがあります。

　多くの場合、発電設備の設置業者が工事の前に設備認定を代行しました。今回も同様に事業計画認定申請も代行して手続きしていただけるものと思います。設置業者から送られて来る事業計画等記入用紙に必要事項を記入の上、設置業者に返送するか、自ら代行センターに郵送していただくことになります。

　しかし、少なくない設置業者が廃業、部門縮小などに追い込まれているのが現状です。連絡がつかない等でお困りの方は当会までご連絡ください。

　再生可能エネルギー由来の電力の地産地消のために接続解除にならないようにご面倒でも事業計画を提出しましょう。電気事業連合会の2014年データによると電源別の電力構成比は再生可能エネルギー3.2%、水力9.0%です。残りは火力です。再生可能エネルギーによる発電事業をひろげる市民の運動は始まったばかりです。小さな芽を守り、障害を乗り越え、大きくするために頑張りましょう。　

新電力乗り換え、自由化1年で5.4％に
新聞報道によれば電力自由化1年を迎えて、新電力への切り替えは5.4％に到達したことがわかりました。電気の契約業務を支援する「電力広域運営推進機関」が7日に発表したもの。
　これによると、自由化の対象になった家庭や商店の契約数は全国で6250万件、このうちの342万件がこの1年間に新電力などに切り替えた。昨年10月末時点では209万件・3.3％だったので5ヶ月間で133万件・2.1％が切り替えを行ったことになります。この1年間で4倍にも増えています。切り替えの多くは東京電力エリア７．９％、関西電力エリア７．１％など都市部に集中、これは人口の多さを見込んで首都圏などに新規参入の新電力が多いためとしています。全国で364社（経済産業省　1月末調）の内、191社が東京など首都圏に本社をおき、ついで関西本社の企業が53社と続いています。
　割安の価格で切り替えを決めた家庭もありますが、「原発事故を起こした東京電力の電気は使いたくない」と切り替えを決める人の声も紹介されています。
　再生可能エネルギーを多く使う新電力会社へ、原発の電気は使いたくないと考えておられるのであれば、今が乗り換えのチャンスです。　
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